
(単位：千円）
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計

※行政経営計画査定欄には、「平成29年度行政経営計画に係る事務事業の取組方針（案）について」の政策的査定結果を記入して下さい。

28年度現計予算額 29年度当初財務部長・財政課長内示額 29年度当初予算市長復活要求額 市長復活査定額29年度当初財務部長復活内示額

頁

総　　額

府支出額 起　　債

事　　　　　　　　業　　　　　　　名

総　　額 総　　額 総　　額

一般財源 府支出額 起　　債国支出金 その他

総　　額

国支出金 府支出額 起　　債

10,554

その他 一般財源

平成29年度当初予算市長復活査定総括票

その他 一般財源 国支出金 府支出額一般財源 国支出金

10,614

0 0

10,554

10,614

10,614 1,806 0

0 1,911

10,554

1,806

1,620

1,620

0

0

0

0

10,614 3,717

0

0

0

0

0

0

0

0

0

10,554

1,911

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1,620

60

0 0 0 60 0 0 0 3,717

0

0 0

1,620

1

2

000

地域交流館指定管理委託事業

まちづくり推進調査研究事業

0

0

起　　債 その他 一般財源

0

0

0

0

0

0

0

部課名 総務部市民協働まちづくり振興課

0 00 0 0 0

0
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日中対応職員(非常勤職員２名）

・週６日間（休館日以外）の日中（8：45～17：15）対応職員人件費

夜間対応職員(臨時職員　シルバー人材センター委託）

・週６日間（休館日以外）の平日（8：00～9：30）、土日（8：00～17：00）、

　夜間（17：00～22：15）対応職員人件費

清掃業務

・週６日間（休館日、ワックス清掃日以外）の清掃員人件費及びワックス清掃費

植木剪定業務

エレベータ保守業務

消防用設備等点検業務

防火対象物定期点検業務

電気工作物保安業務

簡易専用水道管理業務

自動ドア保守点検業務

修繕料

事業費

阪南市地域交流館条例 ・消耗品費、連絡会議費、印刷製本費、保守料、通信運搬費、賃借料、燃料費

阪南市地域交流館条例施行規則

平成29年度当初予算　市長復活査定書

(目名） 財産管理費 （細目名）地域交流館管理運営事業費 （事業名） 地域交流館指定管理委託事業 （単位：千円）

総　　　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

査　定　総　額

財　　　　源　　　　内　　　　訳

国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源 国支出金 府支出金 起債 その他 一般財源

平 成 27 年 度 決 算 額

10,614 60 10,554

0 0

平 成 28 年 度 当 初 予 算 額

10,614 60 10,554

平 成 28 年 度 現 計 予 算 額 10,614 60 10,554

10,554

平 成 29 年 度 当 初 要 求 額

15,091 60

0

15,031

債務負担行為

　　　　　　　　　　　　　　　　

平成29年度当初財務部長・財政課長内示額
10,614 60

　　　　　　　　　83,250千円（　28年度～　　33年度）

平成 29 年度財務部長復活内示額

総務部市民協働まちづくり振興課

1,806

事　　　業　　　内　　　容 予　　算　　要　　求　　内　　容

（目的）

　市民による自主的で公益的な活動、地域での福祉活

動及び生涯学習の活動など、市民の様々な活動の場を

提供するとともに、これらの活動が相互に連携を図るこ

とによりそれぞれの場が有する機能を効果的に発揮し、

もって市民参画による協働のまちづくりを推進するため

平 成 29 年 度 復 活 要 求 額 1,806

要求Ｐ 1 査定Ｐ 1

(概要）

　上記の地域交流館の設置目的を効果的に達成するた

めに、社会福祉法人阪南市社会福祉協議会を指定管

理者として管理を行わせる。

(根拠法令）

［

［［

［復活理由

復活理由復活理由

復活理由］

］］

］

　年々増加する利用者への対応業務の増加、最低賃金

の引上げによる人件費の増加等の要因により、指定管

理料の増額が必要なため

部課名
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まちづくり推進調査研究委託費

先進地視察

　

　　　　　　　　　千円（　  年度～　　  年度）

［

［［

［復活理由

復活理由復活理由

復活理由］

］］

］

平成 29 年度財務部長復活内示額

1,911

・職員の視察研修（小規模多機能自治推進ネットワーク会議出席および加盟自治

体視察）の旅費

・職員・市民の意識改革、地域の実態調査・ネットワークづくりおよび調査対象地

区を２地区選定し、地域での協議会設立や活動に対しての助言・サポートを行う

ための委託料

査定Ｐ

予　　算　　要　　求　　内　　容

2

　地域での新たな組織づくりを行うために必要不可欠な

予算であるため

7要求Ｐ部課名

(根拠法令）

　上記の目的を達成するために、地域の現状および課

題の把握、地域の意識調査、ヒアリング及び分析等の

調査研究を行う。

　人口減少・少子高齢化、多様化するニーズ等地域を

取り巻く環境が変化する中、小学校区において、地域の

皆さんが新たな組織づくりを行い、小さなコミュニティで

地域課題を解決するための（仮称）地域まちづくり協議

会を小学校区で再編成することを促進する。

総務部市民協働まちづくり振興課

(目名） 市民活動支援費 （細目名）

（目的）

(概要）

事　　　業　　　内　　　容

起債

市民活動推進事業費

平 成 29 年 度 復 活 要 求 額

債務負担行為

その他

（単位：千円）（事業名）

0

0

財　　　　源　　　　内　　　　訳

まちづくり推進調査研究事業

府支出金

査　定　総　額

国支出金

　　　　　　　　　　　　　　　　

起債

0

0

0

総　　　額

国支出金

財　　　　源　　　　内　　　　訳

1,620

一般財源その他

1,620

平 成 29 年 度 当 初 要 求 額

平 成 28 年 度 当 初 予 算 額

平成29年度当初予算　市長復活査定書

平成29年度当初財務部長・財政課長内示額
0

一般財源

0

772

平 成 28 年 度 現 計 予 算 額

平 成 27 年 度 決 算 額

1,911

772

府支出金

0

0
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